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【参院選青森選挙区】 

小田切達候補個人演説会に 200人結集！   9日来さまい館 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

参院選野党統一候補：小田切達さん
は９日に下北入りしました。強風の影
響で陸奥湾フェリー欠航のため遊説ス
ケジュールは大幅に狂いましたが、計
画されていた個人演説会は予定通り午
後 6時 30分よりむつ来さまい館で開催
されました。演説会には立憲民主党参
議院議員の有田芳生氏や元衆議院議員
の升田世喜男氏も駆けつけました。 
小田切候補は約 200人の聴衆にアベ

政権の横暴をストップさせ、地域優先
の産業構造の改革などを訴えました。 
また有田、升田氏は選挙情勢に触

れ、小田切氏が当選圏へ急接近してい
ることを強調し最後まで油断なく闘う
ことの重要性を訴えました。 
総支部からは目時代表が連帯の挨拶

を表明しました。 

 

 
 

 

日刊ゲンダイ：７月９日記事 
 青森を含む９選挙区が「野党逆転
可能選挙区」と報じています。立ち
遅れ、知名度の低さを日ごとに巻き
返していることがうかがわれます。
大手新聞社調査では自民候補優位を
強調しすぎているともしています。 

 

小田切さとるの約束 
★家計所得を引き上げる 
子どもへの貧困の連鎖を止めることが政治の使命。５年以内に最低賃金を

1300円に引き上げたい。 
★老後の安心を高める 
老後に｢2000万円貯めなければならない社会｣ではなく、私たちはだれもが

安心して老後を迎えられる社会を目指します。 
★子育て・教育に投資する 
生まれた環境に関わらず、すべての子どもたちが自由に学べる環境を整え

ます。 
★消費税 10％への引き上げを凍結 
青森県においては貧困と格差の問題は深刻です。公平な税制へ転換し、格

差が是正される税制度を確立します。 
★農林水産業を守ります 
農林水産業を犠牲にする貿易交渉を止め、戸別所得補償の制度化による

「安定した所得」の補償、家族農業の支援をすすめます。 
★憲法改悪を阻止し、立憲主義を深化させます 
安倍政権のもとでの憲法９条の改悪や解釈改憲に反対し、基本的人権の尊

重、平和主義、国民主権という日本国憲法の原則を守ります。立憲主義に基
づいて国民の権利拡大に寄与する観点から憲法議論を進めます。 
★原発ゼロを実現し、新エネ・環境立国へ 
原発立地県として地域におけるボトムアップの議論と了解をもとに原発ゼ

ロに向けた取り組みをすすめます。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



こんな記事が６月 25日のデーリー東北で報じられました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

『自衛隊の本来任務とは？』下北地域九条の会で学習会を実施、25名が参加  ６月 30日 
 下北地域九条の会では６月 30日、むつ市立図書館で自衛隊のあり
方を中心とした学習会を開催しました。学習会では憲法共同センター
政策の DVD「憲法と自衛隊」を鑑賞し、その後、畑中共同代表を講師
に講演会を実施しました。 
 講演後の交流懇談会では自衛隊と地域の関わり方やその存在意義に
ついて多様な意見が出され活発な意見交換会となりました。 
 会では今後、８月 15日の終戦記念日にスタンディング行動を予定
しています。また、次回学習会では自民党が拘り続ける『緊急事態条
項』をテーマにビデと講演を予定しています。（日程は未定） 

 

 

 

 

折しも、6月 28日の朝日新聞に
こんな記事が載りました。（統治行
為論で蹴られるのか！） 

講演する畑中共同代表 開会挨拶する木下共同代表 

 現時点では原因不明とのことです。しか
し、こうした測定結果が地元や県などに報
告されないまま、学会などだけで報告され
ていることがそもそも問題です。 

核燃サイクル事業推進に最大限努力 

電事連新会長 

 電気事業連合会の岩根茂樹新会長（関西電
力社長）が５日、県庁に三村申吾知事を訪
ね、就任あいさつをした。岩根氏は原子力の
安全確保に万全を期すとともに、原発や核燃
料サイクル事業の着実な推進に最大限努力す
る意向を示した。 
 また、高レベル放射性廃棄物最終処分場確
保については「次の世代に先送りしてはなら
ない重要な課題」と述べ、国や原子力発電環
境整備機構（ＮＵＭＯ）と連携し、全力を挙
げて取り組む方針を示した。 
 六ケ所再処理工場（六ケ所村）の２０２１
年度上期完工には「総力を挙げて取り組む」
と強調。地域振興対策については「共存共栄
の精神でしっかり取り組む」と語った。 
 岩根氏は知事表敬後の取材に、関西電力社
長として、福井県にある原発の使用済み核燃
料の搬出先に関し全社挙げて検討している状
況を説明したものの、具体的な交渉の中身は
明かさなかった。一方で「むつ市にある中間
貯蔵施設に搬入する方針を固めた事実は一切
ない」と述べた。 （7/6 東奥日報） 



５月 10日の反核実行委員会などの公開質問状にむつ市より回答がありました。 

市当局の具体的対応は示さず、事業者の報告をそのまま提示するだけ！ 
去る５月 10日、４・９反核燃の日全国集会に先立ち、反核実行委員会などがむ 

つ市やリサイクル燃料貯蔵㈱に提出した公開質問状に先般、むつ市より回答文が届き 
ました。（残念ながら現時点ではリサイクル燃料貯蔵㈱よりの回答はありません。） 
むつ市からの回答の要旨は以下の通りですが、その内容は市としての主体性は感 

じられず、単に事業者サイドの報告、説明を鵜呑みにしている感が否めません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 回答 
 
 
 
 
 
 
 
 
原子力船「むつ」由来の放射性廃棄物が「むつ
科学館」周辺に長期貯蔵されているが、いつま
でに撤去されると承知しているか？  
 
 

原子力船「むつ」由来の放射性廃棄物については、日本原子力
研究開発機構が機構法により研究施設等廃棄物の埋設処分業務の
実施主体として明確に位置付けられております。2018 年 12 月 26 
日に「バックエンドロードマップ」及び「廃止措置実施方針」が
公表され、研究施設等廃棄物の処理・処分を含めた長期にわたる
見通しと方針について、原子力機構から説明を受けております。 
 その方針によれば、現存施設の廃止措置及び廃棄物の処理・処
分が終了するまでの期間を下記に示す３期間に区分しており、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 当該研究施設等廃棄物の搬出については、上記の第２期及び第
３期内において廃棄物の受入れが可能であることを確認後、搬出
する予定であると聞いております。 

医療系放射性廃棄物の最終処分場が用意され
ていないが、「むつ」由来の放射性廃棄物の施
設外への撤去は可能か？ 

「むつ」由来の放射性廃棄物は、最終的には研究施設等廃棄物
の廃棄物処理施設へ搬出することとなっております。 

むつリサイクル貯蔵の担当者によると、操業
開始後 50 年目を迎えて搬出する場合、第二再
処理工場がなければ元の原子力発電所に返却す
るとの説明であったが、貴職も同じ認識か？ 

搬入元の電力会社に返却することになると認識しております。 

貯蔵から 50 年後に元の原子力発電所に返却す
る場合に、電力の自由化によっては、搬出元の
電力会社が倒産している可能性があるが、その
場合はどこに返却することになるのか事業者か
ら確認しているのか？ 

仮定のお話には回答を致しかねる旨、事業者から確認しており
ます。 

巨大津波の被害発生の際とか、自衛隊や米軍
三沢基地の戦闘機等が墜落した際でもどのよう
に安全に管理するとの説明を受けているか？ 

有事の際の金属キヤスクの健全性については、現在、新規制基
準に係る適合性審査において議論されているところと認識してお
ります。 

貴職は 2018 年度内の操業をリサイクル貯蔵
に働きかけたし、リサイクル貯蔵も 2018 年度
内の操業を目指した。だが、これが 2021 年の
再処理工場操業とセットで行うようになったこ
とについて、どのように思っているのか？ 

六ヶ所村の再処理工場とリサイクル燃料備蓄センターの操業がセ
ットになっているとの認識は持っておりません。リサイクル燃料
備蓄センターの事業開始時期につきましては、設計及び工事の方
法の変更の認可を取得した後に確実性のある目標を示していただ
くこととしております。 

 

 

《回答前文》 
この度の要請につきましては、貴重な御意見として承ります。 

 当市は、国の原子力政策、核燃料サイクル政策に協力している立場にあり、“中間貯蔵”もある地域として、
「海自カレー」や「下北ジオパーク」をはじめとする多種多様な取組を通じて、数多くの魅力かおるということ
を常々発信し、取り組んでいるところであ･り、それらを無視して「陳情頼りの市政」と抑楡する皆様の姿勢には
疑問を禁じ得ません。当市で進められている中間貯蔵事業は、安全に管理されることが必須であることは言うま
でもないことですが、50年という期限を守ることをけじめ、種々ある約束を守ることが大事であり、そのための
努力は怠ってはならないものと考えております。搬出後の地域をどのようにイメージし、その後も自立していく
かということは重要な課題であり、その時に向けて産業構造の転換に取り組んでいかなくてはならないと考えて
おりますので、御理解賜りたいと存じます。 
  

●第１期（～2028 年度）：約 10 年 
 当面の施設の安全確保（新規制基準対応・耐震化対応、高経年
化対策及びリスク低減対策）を優先しつつ、バックエンド対策を
進める期間 
●第２期（2029 年度～2049 年度）：約 20 年 
 処分の本格化及び廃棄物処理施設の整備により、本格的なバッ
クエンド対策に移行する期間 
●第３期（2050 年度～）：約４０年 
 本格的なバックエンド対策を進め、完了させる期間 


